
経営管理部　地域振興局
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第１次　地方分権改革
（Ｈ5～11）

第２次　地方分権改革
（Ｈ18～）

○　機関委任事務廃止

○　国の関与のﾙｰﾙ化

○　権限移譲（法定）

○　条例による事務権限

　　の移譲制度の創設

○　規制緩和
　　（義務付け・枠付けの見直し）

○　権限移譲（法定・条例）

○　提案募集

国と地方の新たな関係 地域の実情に応じた行政の展開

国主導の改革 国主導の改革

地方主導の改革
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政令指定都市

中核市

（施行時特例市）

市町

都
道
府
県

広
域
的

地
域
的

条例による

事務権限の移譲

市町村優先の
原則

連絡調整、補完事務
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分権のキーワードの“表面”のみが一人歩き

自　立 役割分担 対　等

新たな課題

市　町 県距　

離　

感

○複雑・多様化する
　住民ニーズへの対応

○｢市町の自立、対等協力
　の関係｣の厳格な解釈に
　よる市町への関与の減少

　→　施策立案に必要
　　　な情報等　減　

（
信
頼
関
係
の
希
薄
化
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市町 県市町行財政

総合相談窓口

ワンストップ

Ａ市　総務課

Ｂ町　建設課

Ｃ市　行政課

Ｄ町　経営課

地域振興局 各部局

・・・

・・・

距
離
を

縮
め
る
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複雑・多様化する地域行
政のニーズ等に随時・的
確に対応するため、

基礎自治体として日々住
民に接し、多彩な業務に
励む市町の悩み、課題に
ついて、

県が相談をワンストップ
で受け付け、共に課題解
決を図る。

＜行政経営研究会＞
県・市町間で共通する重要な課題について検討

賀茂地域局

東部地域局

西部地域局

中部地域局

総合相談窓口

総合相談窓口

総合相談窓口

総合相談窓口

県庁の
総合相談窓口

市　
　

町

相談内容に係る

県庁関係課

との協議
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相談団体数 ほぼ県内全ての市町及び一部事務組合等の団体

相談件数 年間平均 170件

相談内容

・老朽化インフラの修繕等に係る住民要望への対応方法
・損害賠償請求への対応
・予算が否決された場合における先行実施事業の取扱い
・職員の著しい超過勤務状態の改善策
・まちづくりと土地利用規制のあり方
・大都市制度についての諸情報（中核市など）
・戦略的な組織編制に関する手法
・議会における表決の方法　　　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など　非常に多岐にわたる
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窓口に寄せられた相談のうち、他団体でも悩みうる汎用性の高い事例について、
その対応方法や考え方を取りまとめて書籍化

書籍タイトル
ウチではこうやってます！
自治体職員 現場のお悩み解決Ｑ＆Ａ

判型 Ａ５　347ページ

発行年月 令和３年１月

価格 税込 3,300円

発行 ㈱ぎょうせい
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県市町
連
携

「総合相談窓口」「行政経営研究会」の取組　⇒　連携の強化

地方行政の円滑な遂行

県は市町との連携なくして、地方行政において
求められている役割を果たすことはできない
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